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(百万円未満切捨て)
１．2025年11月期の連結業績（2024年12月１日～2025年11月30日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年11月期 56,867 17.2 3,333 16.2 3,624 20.7 2,916 13.4

2024年11月期 48,537 0.0 2,868 16.4 3,003 8.4 2,572 16.0
(注) 包括利益 2025年11月期 3,404百万円( 15.0％) 2024年11月期 2,959百万円( △8.4％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年11月期 111.88 － 7.4 6.7 5.9

2024年11月期 97.12 － 6.6 5.8 5.9
(参考) 持分法投資損益 2025年11月期 42百万円 2024年11月期 28百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年11月期 55,498 39,832 71.8 1,556.22

2024年11月期 52,476 39,276 74.8 1,495.67
(参考) 自己資本 2025年11月期 39,832百万円 2024年11月期 39,276百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年11月期 2,994 △5,015 △4,142 9,401

2024年11月期 4,620 638 △2,680 15,460

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年11月期 － 29.00 － 34.00 63.00 1,695 64.9 4.3

2025年11月期 － 33.00 － 37.00 70.00 1,847 62.6 4.6

2026年11月期(予想) － 36.00 － 36.00 72.00 61.4

３．2026年11月期の連結業績予想（2025年12月１日～2026年11月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 63,000 10.8 3,500 5.0 3,700 2.1 3,000 2.9 117.21



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ３社 (社名)
株式会社Ms.ID、
株式会社ミツボシコーポレーション
及び同社子会社１社

、除外 －社 (社名)－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年11月期 26,800,000株 2024年11月期 30,000,000株

② 期末自己株式数 2025年11月期 1,204,249株 2024年11月期 3,739,949株

③ 期中平均株式数 2025年11月期 26,071,259株 2024年11月期 26,483,614株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等はさまざまな要因により大きく異なる可能性がありま

す。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料５ページ「１．

経営成績等の概況(４)今後の見通し」をご覧ください。

また当社及び当社の一部のグループ会社は、「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び「役員報酬ＢＩＰ信託」を導

入しており、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)と日本マスタートラスト信託銀行株式会社(役員報酬ＢＩＰ

信託口)がそれぞれ所有する当社株式については、自己株式に含めております。
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１．経営成績等の概況

(１) 当期の経営成績の概況

当連結会計年度(2024年12月１日～2025年11月30日)における経営環境は、国内では雇用・所得環境の改善やイン

バウンド需要を背景に緩やかな回復基調で推移した一方で、資源価格・原材料価格の上昇、米国の通商政策、ウク

ライナ・中東情勢などの地政学リスク、金融資本市場変動の影響など、依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。このような状況の中、主にアパレル関連、プロダクト関連、輸送関連の事業を行う当社グループにおきま

しては、一昨年の暖冬・市場での在庫過多、アクティブスポーツ関連商品の販売減少、中国市場での日系自動車メ

ーカーの苦戦など厳しい状況でありました。しかし一方で、国内アパレル市場で在庫調整からの回復がみられたこ

と、株式会社Ms.ID・株式会社ミツボシコーポレーションの新規連結、さらにスポーツ関連商品やゲーム関連商品

が好調に推移し、売上高が増加しました。また、サステナブルな社会の実現を目指したモリトグループの取り組み

「Rideeco®(リデコ)」において、国内の廃漁網を100％使用した糸「MURON®（ミューロン）」の本格販売や、縫製

工場から出るはぎれなどを活用した混抄紙「ASUKAMI®（アスカミ）」の開発・販売を推進し、新規取引の獲得に注

力しました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高568億６千７百万円(前年同期比17.2%増)、営業利益33億３千３百万

円(前年同期比16.2%増)、経常利益36億２千４百万円(前年同期比20.7%増)、親会社株主に帰属する当期純利益29億

１千６百万円(前年同期比13.4%増)となりました。

なお、当連結会計年度における、海外子会社の連結財務諸表作成に係る収益及び費用の換算に用いた為替レート

は、次のとおりです。

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

米ドル 152.37 (147.86) 152.46 (148.62) 149.78 (155.86) 149.19 (149.65)

ユーロ 162.58 (159.05) 161.62 (161.32) 162.37 (167.84) 164.89 (164.22)

中国元 21.16 (20.44) 21.05 (20.63) 20.69 (21.47) 20.67 (20.84)

香港ドル 19.60 (18.92) 19.60 (19.00) 19.23 (19.94) 19.14 (19.19)

ベトナムドン 0.0060 (0.0061) 0.0060 (0.0060) 0.0059 (0.0062) 0.0058 (0.0060)

タイバーツ 4.49 (4.15) 4.49 (4.17) 4.45 (4.25) 4.48 (4.29)

メキシコペソ 7.59 (8.43) 7.54 (8.75) 7.49 (9.06) 7.60 (7.93)

(注) () 内は前年同期の換算レートです。
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セグメント別の経営成績につきましては、次のとおりです。

(日本)

アパレル関連では、在庫調整からの回復に加え、アウトドア・スポーツシューズ関連商品、欧米作業服向け付属

品、高級アウトドアブランド向け付属品、百貨店アパレル向け副資材、シルバーアクセサリー、ユニフォーム関連

資材や官公庁向け熊撃退スプレーの売上高が増加しました。

プロダクト関連では、スノーボード・サーフィン関連商品の売上高が減少しましたが、ゲーム関連商品、猛暑対

策商品、厨房機器レンタル・販売・清掃事業の売上高は増加しました。

輸送関連では、日系自動車メーカー向け自動車内装部品の売上高が増加しました。

その結果、売上高は413億１千万円(前年同期比25.1%増)、セグメント利益は25億７千万円(前年同期比24.7%増)

となりました。

(アジア)

アパレル関連では、中国カジュアルウェア向け付属品が減少しましたが、中国・香港での欧米向け作業服向け付

属品、百貨店アパレル向け副資材、ベトナムでのスポーツシューズ向け付属品、作業服関連商品の売上高が増加し

ました。

輸送関連では、中国での当社グループ商品採用モデルの生産終了に伴い、日系自動車メーカー向け自動車内装部

品の売上高が減少しました。

その結果、売上高は82億８千万円(前年同期比1.1%減)、セグメント利益は７億７千３百万円(前年同期比3.7%増)

となりました。

(欧米)

アパレル関連では、作業服向け付属品、メキシコでの革製品向け付属品の売上高が増加しました。

輸送関連では、北米での日系自動車メーカー向け自動車内装部品の売上高が増加しましたが、欧州での一部事業

撤退による効率化のため売上高は減少しました。

その結果、売上高は72億７千５百万円(前年同期比1.7%増)、セグメント利益は３億７千４百万円(前年同期比

15.5%増)となりました。

(２) 当期の財政状態の概況

総資産は、554億９千８百万円となり前連結会計年度末比30億２千２百万円増加しました。

流動資産につきましては、310億１百万円となり前連結会計年度末比10億４千８百万円減少しました。これは主

に、商品及び製品が20億１千１百万円増加、受取手形及び売掛金が13億７千６百万円増加、電子記録債権が９億６

百万円増加、その他に含まれる未収入金が２億９千１百万円増加したものの、現金及び預金が60億６千万円減少し

たこと等によります。

固定資産につきましては、244億９千７百万円となり前連結会計年度末比40億７千万円増加しました。これは主

に、のれんが14億２百万円増加、商標権が10億６千８百万円増加、建物及び構築物が７億１千８百万円増加、投資

有価証券が２億７百万円増加、繰延税金資産が１億９千３百万円増加したこと等によります。

流動負債につきましては、102億１千７百万円となり前連結会計年度末比13億３千万円増加しました。これは主

に、その他に含まれる未払費用が４億５千２百万円減少、電子記録債務が１億９千５百万円減少したものの、支払

手形及び買掛金が７億５千４百万円増加、短期借入金が５億５千万円増加、１年内償還予定の社債が３億円増加し

たこと等によります。

固定負債につきましては、54億４千８百万円となり前連結会計年度末比11億３千５百万円増加しました。これは

主に、その他に含まれる長期リース債務が１億４百万円減少したものの、繰延税金負債が５億８千２百万円増加、

社債が３億円増加、長期借入金が１億８千６百万円増加したこと等によります。

純資産につきましては、398億３千２百万円となり前連結会計年度末比５億５千６百万円増加しました。

なお、自己資本比率は前連結会計年度末の74.8%から71.8%と3.0ポイント減少しました。
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(３) 当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、29億９千４百万円の収支プラス(前連結会計年度46億２千万円の収支プ

ラス)となりました。これは主に、法人税等の支払、棚卸資産の増加により資金が減少した一方で、税金等調整前

当期純利益の獲得、売上債権の減少により資金が増加したものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、50億１千５百万円の収支マイナス(前連結会計年度６億３千８百万円の

収支プラス)となりました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出、有形固定資産の

取得による支出により資金が減少したものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、41億４千２百万円の収支マイナス(前連結会計年度26億８千万円の収支

マイナス)となりました。これは主に、配当金の支払、自己株式の取得による支出、長期借入金の返済による支出

により資金が減少したものであります。

上記の結果、現金及び現金同等物は前期末に比べて60億５千８百万円減少し、期末残高は94億１百万円となりま

した。

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。

2023年11月期 2024年11月期 2025年11月期

自己資本比率 74.7% 74.8% 71.8%

時価ベースの自己資本比率 67.0% 73.5% 75.5%

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

33.5% 25.8% 89.8%

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

287.1倍 267.6倍 119.3倍

(注) 自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。

※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち借入金及び社債を対象としております。

※利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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(４) 今後の見通し

当社グループにおきまして、当連結会計年度は『存在価値を創造する、あたらしい「モリトグループ」の実現』

を経営ビジョンとしてまいりました。

不安定な為替変動や温暖化の影響もあり、依然として先行き不透明な状況が続いておりますが、2026年11月期連

結売上高630億円、連結営業利益35億円を目指し、「小さなパーツで世界を変え続ける」をキーワードにグローバ

ルニッチトップを目指した各種施策に取り組んでまいります。

2026年11月期の当社グループの通期見通しにつきましては、世界経済の先行きが不透明な中ではありますが、基

軸商品に加え、機能性、サステナブルにこだわった付加価値商品の販売、グローバルネットワークの強化、B to C

事業の事業領域の拡大、またECプラットフォーム事業を活用したB to C事業のマーケティング・販売に注力し、連

結業績は2025年11月期を上回る、売上高630億円、営業利益35億円、経常利益37億円、親会社株主に帰属する当期

純利益30億円を予想しております。

※今後の見通しに関する留意事項

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は、今

後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。予想値に変更が生じる場合は速やかに開示いたしま

す。

(５) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、健全且つ効率的な経営基盤・財務体質を構築し、収益性の向上を実現するとともに、株主に対する利益

還元を経営上の重要課題であると認識しております。また、内部留保金は、将来の企業価値を高めるために既存の

コア事業の拡大や新規事業・Ｍ＆Ａ等、長期的成長に向けた積極的な投資に活用いたします。利益配当金は、財務

状況や純資産等を勘案して決定いたします。

当社の利益配分に関する基本方針は、以下のとおりです。

・安定的かつ継続的配当の実現

・連結自己資本配当率(DOE)4.0%を基準

・業績状況等により親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向は50%以上を基準

ただし、特別な損益等の特殊要因により税引後の親会社株主に帰属する当期純利益が大きく変動する事業年度に

つきましてはその影響を考慮し配当額を決定いたします。

また、当社の自己株式取得及び消却につきましては、株主還元の更なる充実を図っていく観点から、当社の収支

状況や株価水準などを勘案しながら、機動的な実施を引き続き検討してまいります。

当期の期末配当金につきましては、１株当たり37円として、2026年２月26日開催の定時株主総会にお諮りする予

定であります。なお、当期における中間配当金は、１株当たり33円で実施しておりますので、当期における年間配

当金は１株当たり70円となる予定であります。これは、前年同期の年間配当金63円に対し７円の増配となります。

次期の配当金につきましては、利益配分に関する基本方針にのっとり、中間配当金は１株当たり36円、期末配当

金は１株当たり36円、合わせて年間配当金は１株当たり72円を予定しております。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社及び子会社23社、関連会社１社で構成され、身の回り品を中心とするアパレル関連資材・生

活産業資材・製品及び自動車内装部品の製造・販売を主な事業内容としており、アパレル関連資材、ECアパレル、ユ

ニフォーム、アクセサリー、文具・OA機器向け等の生活産業資材や自動車内装部品の製造及び販売、マリンレジャ

ー、スノーボード等の輸入販売及び卸売、厨房機器のレンタル・販売・清掃等の事業活動を展開しております。

なお、報告セグメントの区分は「４．連結財務諸表及び主な注記 (５)連結財務諸表に関する注記事項」に記載の

セグメントの区分と同一であります。

◎連結子会社 22社 〇非連結子会社 １社 □持分法適用関連会社 １社

(日本)

◎モリトジャパン㈱…生活産業資材・製品の企画開発・製造・販売

◎モリトアパレル㈱…アパレル関連資材・製品の企画開発・製造・販売

◎モリトオートパーツ㈱…自動車内装部品の企画開発・製造・販売

◎エース工機㈱…厨房機器レンタル・販売・清掃

◎㈱マテックス…アパレル副資材製造・デザイン・印字、HP・各種サイト企画制作、DTP印刷、グラフィックデザイ

ン企画制作

◎㈱マニューバーライン…マリンレジャー、スノーボード、アパレル用品等の輸入販売及び卸売

◎㈱キャンバス…㈱マニューバーラインの子会社(100%出資)でアパレル用品等の輸入販売及び卸売

◎㈱Ms.ID…アパレル雑貨の製造・輸入・EC及び実店舗での販売

〇㈱シーティー・アソシエイツ…㈱Ms.IDの子会社(89％出資)で国内外向けのニット製品の企画、製造、販売

◎㈱ミツボシコーポレーション…服飾資材総合販売事業、アパレル製品生産管理事業、リサイクル事業

□クラレファスニング㈱…面ファスナーの製造及び販売

(アジア)

◎MORITO SCOVILL HONG KONG CO.,LTD.…アパレル関連資材・生活産業資材及び自動車内装部品の販売

◎摩理都工貿(深圳)有限公司…MORITO SCOVILL HONG KONG CO.,LTD.の子会社(100%出資)でアパレル関連資材・生活

産業資材の製造・販売

◎摩理都(上海)国際貿易有限公司…アパレル関連資材・生活産業資材及び自動車内装部品の販売

◎MORITO DANANG CO.,LTD.…アパレル関連資材・生活産業資材の製造及び販売・レンタル用工場の運営

◎MORITO TRADING(THAILAND)CO.,LTD.…アパレル関連資材・生活産業資材及び自動車内装部品の販売

◎上海新世美得可國際貿易有限公司…㈱マテックスの子会社(100%出資)でアパレル副資材製造・デザイン・印字の販

売

◎GSG(SCOVILL)FASTENERS ASIA LTD.…MORITO SCOVILL AMERICAS,LLCの子会社(100%出資)でアパレル関連資材の販売

◎SCOVILL FASTENERS INDIA PVT.LTD.…MORITO SCOVILL AMERICAS,LLCの子会社(100%出資)でアパレル関連資材の販

売

◎上海美津星貿易有限公司…㈱ミツボシコーポレーションの子会社(100%出資)でアパレル関連資材の販売

(欧米)

◎MORITO NORTH AMERICA,INC.…自動車内装部品の販売

◎MORITO(EUROPE)B.V.…アパレル関連資材・生活産業資材及び自動車内装部品の販売

◎MORITO SCOVILL AMERICAS,LLC…アパレル関連資材の製造・販売

◎MORITO SCOVILL MEXICO S.A. de C.V.…MORITO NORTH AMERICA,INC.(89.4%出資)及びMORITO SCOVILL AMERICAS,

LLC(10.6%出資)の子会社でアパレル関連資材・生活産業資材及び自動車

内装部品の販売

(注)１ 当社グループは、2024年12月25日付で株式会社Ms.IDの株式を取得したことに伴い、同社を当連結会計年度

より連結子会社に含めております。

２ 当社グループは、2025年４月１日付で株式会社ミツボシコーポレーションの株式を取得したことに伴い、同

社及び同社の子会社である上海美津星貿易有限公司を当連結会計年度より連結子会社に含めております。

３ 清算手続きを進めておりました連結子会社のSCOVILL FASTENERS UK LTD.は、2025年９月９日付で清算結了

したため、当連結会計年度より連結の範囲から除外しております。
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事業の系統図は次のとおりです。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

(１) 連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当連結会計年度
(2025年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,461,604 9,401,479

受取手形 476,984 585,966

売掛金 7,395,413 8,663,185

電子記録債権 2,378,976 3,285,056

商品及び製品 3,799,843 5,811,729

仕掛品 443,012 502,942

原材料及び貯蔵品 839,245 817,926

その他 1,289,224 1,965,918

貸倒引当金 △34,802 △32,775

流動資産合計 32,049,501 31,001,429

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,814,616 8,464,381

減価償却累計額 △4,306,714 △4,237,600

建物及び構築物（純額） 3,507,901 4,226,781

機械装置及び運搬具 3,082,724 3,302,908

減価償却累計額 △2,383,653 △2,504,185

機械装置及び運搬具（純額） 699,070 798,723

工具、器具及び備品 2,570,342 2,701,404

減価償却累計額 △2,267,830 △2,344,508

工具、器具及び備品（純額） 302,511 356,895

土地 4,657,230 4,642,506

リース資産 127,084 137,686

減価償却累計額 △104,639 △114,816

リース資産（純額） 22,445 22,870

使用権資産 625,211 967,344

減価償却累計額 △237,048 △488,659

使用権資産（純額） 388,162 478,685

建設仮勘定 201,689 114,217

有形固定資産合計 9,779,012 10,640,680

無形固定資産

のれん 2,126,642 3,529,567

商標権 704,410 1,773,215

リース資産 667 －

その他 257,130 295,685

無形固定資産合計 3,088,850 5,598,468

投資その他の資産

投資有価証券 6,386,750 6,594,430

繰延税金資産 471,981 665,034

退職給付に係る資産 336,596 375,198

その他 504,591 779,752

貸倒引当金 △140,545 △156,101

投資その他の資産合計 7,559,375 8,258,314

固定資産合計 20,427,238 24,497,464

資産合計 52,476,739 55,498,893
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当連結会計年度
(2025年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,450,704 4,205,409

電子記録債務 1,218,565 1,023,219

短期借入金 50,000 600,000

１年内償還予定の社債 － 300,000

１年内返済予定の長期借入金 280,008 440,004

未払法人税等 821,731 791,705

賞与引当金 448,579 537,532

役員賞与引当金 165,169 195,210

その他 2,451,973 2,124,254

流動負債合計 8,886,731 10,217,336

固定負債

社債 － 300,000

長期借入金 863,278 1,049,947

繰延税金負債 1,814,346 2,396,690

再評価に係る繰延税金負債 262,126 258,488

株式給付引当金 57,673 65,821

役員退職慰労引当金 70,827 131,787

役員株式給付引当金 112,519 125,647

環境対策引当金 25,611 13,075

退職給付に係る負債 846,659 919,282

その他 260,688 188,219

固定負債合計 4,313,731 5,448,960

負債合計 13,200,463 15,666,296

純資産の部

株主資本

資本金 3,532,492 3,532,492

資本剰余金 3,075,137 －

利益剰余金 29,565,881 30,652,347

自己株式 △3,044,430 △962,920

株主資本合計 33,129,080 33,221,918

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,814,841 2,947,894

繰延ヘッジ損益 △9,137 24,640

土地再評価差額金 419,773 388,729

為替換算調整勘定 2,850,452 3,165,086

退職給付に係る調整累計額 71,265 84,326

その他の包括利益累計額合計 6,147,195 6,610,678

非支配株主持分 － －

純資産合計 39,276,276 39,832,596

負債純資産合計 52,476,739 55,498,893
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(２) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

売上高 48,537,182 56,867,188

売上原価 34,398,920 39,479,764

売上総利益 14,138,261 17,387,423

販売費及び一般管理費

給料 3,611,411 4,252,901

賞与 824,453 907,758

福利厚生費 949,431 1,138,688

退職給付費用 143,205 151,439

賞与引当金繰入額 357,428 429,130

役員賞与引当金繰入額 165,500 194,520

役員退職慰労引当金繰入額 18,219 21,700

役員株式給付引当金繰入額 12,025 13,127

通信費 104,256 112,844

運賃及び荷造費 1,383,222 1,524,545

貸倒引当金繰入額 △598 7,179

販売手数料 41,393 873,374

支払手数料 867,380 1,058,931

賃借料 169,602 250,790

減価償却費 503,956 529,117

のれん償却額 280,078 390,926

その他 1,838,309 2,196,644

販売費及び一般管理費合計 11,269,277 14,053,620

営業利益 2,868,983 3,333,803

営業外収益

受取利息 16,039 13,353

受取配当金 113,565 120,714

不動産賃貸料 37,874 42,645

為替差益 － ※1 57,640

持分法による投資利益 28,163 42,060

補助金収入 － 44,278

その他 20,845 36,112

営業外収益合計 216,488 356,805

営業外費用

支払利息 17,634 25,259

貸与資産減価償却費 2,959 2,406

為替差損 ※1 37,290 －

その他 24,242 37,945

営業外費用合計 82,127 65,612

経常利益 3,003,345 3,624,997
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

特別利益

固定資産売却益 286 15,311

投資有価証券売却益 1,010,610 300,966

新株予約権戻入益 4,252 －

受取保険金 － 70,000

負ののれん発生益 － 1,105,306

特別利益合計 1,015,149 1,491,584

特別損失

固定資産売却損 1,856 1,380

固定資産除却損 15,621 35,175

減損損失 ※2 62,592 ※2 825,020

雇用終了損 13,952 －

災害損失 45,098 －

特別損失合計 139,122 861,576

税金等調整前当期純利益 3,879,371 4,255,005

法人税、住民税及び事業税 1,335,045 1,329,531

法人税等調整額 △27,732 8,613

法人税等合計 1,307,313 1,338,145

当期純利益 2,572,058 2,916,860

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 2,572,058 2,916,860
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

当期純利益 2,572,058 2,916,860

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 761,371 133,053

繰延ヘッジ損益 △22,425 33,779

土地再評価差額金 － △7,276

為替換算調整勘定 △373,133 314,634

退職給付に係る調整額 21,330 13,061

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △1

その他の包括利益合計 387,144 487,250

包括利益 2,959,203 3,404,111

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,959,203 3,404,111

非支配株主に係る包括利益 － －
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(３) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,532,492 3,040,197 28,538,155 △2,437,142 32,673,702

当期変動額

剰余金の配当 △1,544,333 △1,544,333

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,572,058 2,572,058

自己株式の取得 △750,433 △750,433

自己株式の処分 34,940 143,146 178,086

自己株式の消却 －

土地再評価差額金の

取崩
－

利益剰余金から資本

剰余金への振替
－

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 34,940 1,027,725 △607,287 455,378

当期末残高 3,532,492 3,075,137 29,565,881 △3,044,430 33,129,080

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整累

計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 2,053,469 13,287 419,773 3,223,586 49,934 5,760,051 23,467 － 38,457,221

当期変動額

剰余金の配当 △1,544,333

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,572,058

自己株式の取得 △750,433

自己株式の処分 178,086

自己株式の消却 －

土地再評価差額金の取

崩
－

利益剰余金から資本剰

余金への振替
－

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
761,371 △22,424 － △373,133 21,330 387,144 △23,467 － 363,676

当期変動額合計 761,371 △22,424 － △373,133 21,330 387,144 △23,467 － 819,055

当期末残高 2,814,841 △9,137 419,773 2,850,452 71,265 6,147,195 － － 39,276,276
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当連結会計年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,532,492 3,075,137 29,565,881 △3,044,430 33,129,080

当期変動額

剰余金の配当 △1,792,051 △1,792,051

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,916,860 2,916,860

自己株式の取得 △1,060,893 △1,060,893

自己株式の処分 5,154 5,154

自己株式の消却 △3,137,248 3,137,248 －

土地再評価差額金の取

崩
23,768 23,768

利益剰余金から資本剰

余金への振替
62,110 △62,110 －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 － △3,075,137 1,086,466 2,081,509 92,838

当期末残高 3,532,492 － 30,652,347 △962,920 33,221,918

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整累

計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 2,814,841 △9,137 419,773 2,850,452 71,265 6,147,195 － － 39,276,276

当期変動額

剰余金の配当 △1,792,051

親会社株主に帰属する

当期純利益
2,916,860

自己株式の取得 △1,060,893

自己株式の処分 5,154

自己株式の消却 －

土地再評価差額金の取

崩
23,768

利益剰余金から資本剰

余金への振替
－

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
133,053 33,778 △31,044 314,634 13,061 463,482 － － 463,482

当期変動額合計 133,053 33,778 △31,044 314,634 13,061 463,482 － － 556,320

当期末残高 2,947,894 24,640 388,729 3,165,086 84,326 6,610,678 － － 39,832,596
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(４) 連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,879,371 4,255,005

減価償却費 983,926 999,996

減損損失 62,592 825,020

のれん償却額 280,078 390,926

負ののれん発生益 － △1,105,306

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,111 38,494

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △25,052 △18,905

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 15,913 546

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,619 △42,030

株式給付引当金の増減額（△は減少） 9,496 8,148

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 12,025 13,127

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,647 △3,030

受取利息及び受取配当金 △129,605 △134,068

支払利息 17,634 25,259

補助金収入 － △44,278

受取保険金 － △70,000

持分法による投資損益（△は益） △28,163 △42,060

新株予約権戻入益 △4,252 －

固定資産売却損益（△は益） 1,569 △13,930

投資有価証券売却損益（△は益） △1,010,610 △300,966

固定資産除却損 15,621 35,175

売上債権の増減額（△は増加） 651,625 689,458

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,201,368 △373,718

仕入債務の増減額（△は減少） △15,417 △301,106

その他 △251,406 △530,663

小計 5,662,579 4,301,094

利息及び配当金の受取額 129,551 133,512

利息の支払額 △17,267 △25,102

補助金の受取額 － 44,278

保険金の受取額 － 70,000

法人税等の支払額 △1,154,686 △1,528,987

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,620,177 2,994,796
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 14,394 －

投資有価証券の取得による支出 △13,184 △10,211

投資有価証券の売却による収入 1,169,849 403,261

有形固定資産の取得による支出 △519,729 △854,959

有形固定資産の売却による収入 443 187,069

無形固定資産の取得による支出 △44,783 △105,841

貸付けによる支出 － △150,000

貸付金の回収による収入 42,000 109,271

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △4,571,492

その他 △10,326 △23,086

投資活動によるキャッシュ・フロー 638,663 △5,015,989

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） － △350,000

リース債務の返済による支出 △263,161 △259,292

長期借入金の返済による支出 △280,008 △680,002

自己株式の取得による支出 △750,433 △1,060,893

ストックオプションの行使による収入 156,958 －

配当金の支払額 △1,544,333 △1,792,051

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,680,977 △4,142,239

現金及び現金同等物に係る換算差額 △127,272 104,740

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,450,590 △6,058,691

現金及び現金同等物の期首残高 13,009,580 15,460,171

現金及び現金同等物の期末残高 15,460,171 9,401,479
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(５) 連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20

－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸

表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表

となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(表示方法の変更)

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「無形固定資産」の「その他」に含めていた「商標権」は、金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「無形固定資産」の「その他」に表示していた

961,540千円は、「商標権」704,410千円、「その他」257,130千円として組み替えています。

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に含めていた「賞与引当金繰入額」、

「販売手数料」及び「のれん償却額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記すること

としております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってい

ます。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「その他」に表示して

いた2,517,210千円は、「賞与引当金繰入額」357,428千円、「販売手数料」41,393千円、「のれん償却額」

280,078千円、「その他」1,838,309千円として組み替えています。
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(連結損益計算書に関する注記)

※１ 為替予約にかかる損益の表示

前連結会計年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

連結グループ間取引に対する為替予約に係る損失2,851千円は、為替差損に含めて表示しております。

当連結会計年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

連結グループ間取引に対する為替予約に係る利益14,161千円は、為替差益に含めて表示しております。

※２ 減損損失の内容は、次のとおりです。

前連結会計年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

遊休不動産 ベトナム ダナン市 建物 58,475

遊休不動産 ベトナム ダナン市 使用権資産 4,117

合計 62,592

当社グループは、事業用資産につきましては、会社ごとの資産が一体となってキャッシュ・フローを生成し

ていることから各社で１つの資産グループとし、遊休資産及び処分予定資産につきましては、個別物件ごとに

グルーピングの単位としております。

遊休不動産につきましては、今後の利用が見込めない建物、使用権資産の正味売却価額をゼロとし減損損失

として特別損失に計上しております。

当連結会計年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

その他 アメリカ ジョージア州 のれん 825,020

合計 825,020

当社グループは、事業用資産につきましては、会社ごとの資産が一体となってキャッシュ・フローを生成し

ていることから各社で１つの資産グループとし、遊休資産及び処分予定資産につきましては、個別物件ごとに

グルーピングの単位としております。のれんについては、原則として、会社単位を基準としてグルーピングを

行っております。

海外の連結子会社であるMORITO SCOVILL AMERICAS,LLCの株式取得時に発生したのれんについて、同社を取

り巻く事業環境の変化を受け、割引前将来キャッシュ・フローの総額がのれんを含む資産グループの帳簿価額

を下回ったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失825,020千円として特別損

失に計上しております。なお、回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

11.23％で割り引いて算定しております。
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(企業結合等関係)

(取得による企業結合①)

１. 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社Ms.ID

事業内容 アパレル雑貨の製造・輸入・販売（EC 及び実店舗）

② 企業結合を行った理由

当社グループは、身の回り品を中心とするアパレル関連資材・生活産業資材・製品及び自動車内装部品の製造・

販売を主な事業内容とし、「小さなパーツで世界を変え続ける グローバルニッチトップ企業」を目指し、これま

で堅実に事業を展開してまいりました。

また、当社グループは現在進行中の第８次中期経営計画の投資戦略として、新規事業開拓による事業ポートフォ

リオ拡充・BtoC事業の強化のため、Ⅿ＆Ａを重点施策の１つと位置付けており、ニッチトップ企業であること、当

社グループ事業とのシナジーが見込めること、事業面で安定性が見込めること等を基本要件として積極的にⅯ＆Ａ

を検討してまいりました。

対象会社は、「ECファッション」、「アクセサリー」、「ECプラットフォーム事業」等を主たる事業としており

ます。

対象会社を買収することにより、当社グループのアパレル関連事業におけるBtoC事業領域の拡大を図るととも

に、ECプラットフォーム事業を活用したBtoC事業のマーケティング・販売の強化、対象会社が有するブランドと当

社グループの調達・製造力を融合させたアパレル関連資材・製品の開発にも寄与すると考えております。また、当

社グループの持つ海外ネットワーク、品質管理、物流機能を活用し、対象会社のブランドのグローバル展開の加

速・品質向上を実現してまいります。

対象会社の有するブランドと当社グループの付属品の融合により、双方の価値を最大限に高め、アパレル市場に

おけるグローバルニッチトップを目指します。

③ 企業結合日

2024年12月25日（株式取得日）

2024年12月31日（みなし取得日）

④ 企業結合の法的形式

株式取得

⑤ 統合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２. 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年１月１日から2025年９月30日までを業績に含めております。

３. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 4,300,000千円

取得原価 4,300,000千円

４. 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 61,622千円
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５. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

2,536,270千円

なお、第３四半期連結会計期間において、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的な会計処理を行っておりま

したが、当連結会計年度末において取得原価の配分が確定しております。

② 発生原因

今後の事業活動によって期待される将来の超過収益から発生したものです。

③ 償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

６. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,607,831千円

固定資産 1,239,318千円

資産合計 2,847,149千円

流動負債 419,521千円

固定負債 663,898千円

負債合計 1,083,419千円

７. のれん以外の無形資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の加重平均償

却期間

種類 金額 償却期間

商標権 1,156,000千円 20年

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

売上高 1,317,509千円

営業利益 179,131千円

（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。なお、当該注記は監査証明を

受けておりません。
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(取得による企業結合②)

１. 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ミツボシコーポレーション及び同社子会社１社

事業内容 服飾資材総合販売事業、アパレル製品生産管理事業、リサイクル事業

② 企業結合を行った理由

当社グループは、身の回り品を中心とするアパレル関連資材・生活産業資材・製品及び自動車内装部品の製造・

販売を主な事業内容とし、「小さなパーツで世界を変え続ける グローバルニッチトップ企業」を目指し、これま

で堅実に事業を展開してまいりました。

また、当社グループは現在進行中の第８次中期経営計画の投資戦略として、グローバルシェア拡大のため、Ⅿ＆

Ａを重点施策の１つと位置付けており、ニッチトップ企業であること、当社グループ事業とのシナジーが見込める

こと、事業面で安定性が見込めること等を基本要件として積極的にⅯ＆Ａを検討してまいりました。

対象会社は、作業服・ユニフォーム業界を中心とした「服飾資材総合販売事業」を主に展開しております。対象

会社を買収することにより、対象会社の有する販売方法・商品のノウハウを獲得し、売上規模の拡大を見込んでお

ります。また、機能性や品質を求められ、季節性・流行に左右されにくい作業服・ユニフォーム業界で、当社付属

品の強みをより発揮できると考えております。さらに、当社・対象会社のそれぞれが持つパーツ調達・販売機能・

海外ネットワークを活かすことで、効率化を実現し、創業以来のアパレル関連事業に改めて注力し、服飾市場にお

けるグローバルニッチトップを目指します。

③ 企業結合日

2025年４月１日（株式取得日）

④ 企業結合の法的形式

株式取得

⑤ 統合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

２. 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年４月１日から2025年９月30日までを業績に含めております。

３. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,062,016千円

取得原価 1,062,016千円

４. 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 24,722千円

５. 負ののれんの発生益の金額及び発生原因

① 負ののれん発生益の金額

1,105,306千円

なお、第３四半期連結会計期間において、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的な会計処理を行っておりま

したが、当連結会計年度末において取得原価の配分が確定しております。

② 発生原因

被取得企業の株式取得時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識しま

した。
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６. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 4,127,765千円

固定資産 1,328,464千円

資産合計 5,456,229千円

流動負債 1,924,452千円

固定負債 1,364,453千円

負債合計 3,288,906千円

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

売上高 4,233,728千円

営業利益 101,358千円

（概算額の算定方法）

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。なお、当該注記は監査証明を

受けておりません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

(１) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループでは、身の回り品を中心とするアパレル関連資材・生活産業資材・製品及び自動車内装部品の製

造・販売を主な事業内容としており、国内においては主に８社の現地法人が、アジアにおいては主に中国、香港の

現地法人が、欧米においては主にアメリカ、メキシコ、オランダの現地法人が担当しております。当社及び現地法

人等はそれぞれ独立した経営単位でありますが、当社グループとしては各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動

を展開しております。

したがって、当社グループは、「日本」、「アジア」、「欧米」の３つの地域別セグメントから構成されており、

それぞれを報告セグメントとしております。

(２) 報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、2014年11月期にSCOVILL AMERICAS,LLC（現MORITO SCOVILL AMERICAS,LLC）及びその子会社を連

結子会社化したことに伴い発生したのれん及び無形固定資産について、従来、「欧米」セグメントに計上しており

ましたが、管理区分を見直し、 MORITO SCOVILL HONG KONG CO.,LTD.の事業に係るのれん及び商標権を「アジア」

セグメントに変更しております。

前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しておりま

す。

なお、このセグメント変更に伴い、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分により

組替えて表示しております。

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されているセグメントの会計処理方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理方法と概ね同一

であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

Ⅰ 前連結会計年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

(注)１,３

連結財務諸表
計上額
(注)２日本 アジア 欧米 計

売上高

アパレル関連 11,849,641 6,786,618 5,590,067 24,226,327 － 24,226,327

プロダクト関連 16,685,292 695,180 25,495 17,405,969 － 17,405,969

輸送関連 4,477,567 891,068 1,536,249 6,904,885 － 6,904,885

顧客との契約から生じる収益 33,012,501 8,372,867 7,151,812 48,537,182 － 48,537,182

外部顧客への売上高 33,012,501 8,372,867 7,151,812 48,537,182 － 48,537,182

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,966,720 3,315,658 82,538 5,364,917 △5,364,917 －

計 34,979,221 11,688,526 7,234,351 53,902,099 △5,364,917 48,537,182

セグメント利益 2,060,479 745,378 324,748 3,130,606 △261,622 2,868,983

セグメント資産 29,639,983 8,458,355 6,015,912 44,114,251 8,362,488 52,476,739

その他の項目

減価償却費 364,244 376,458 243,223 983,926 － 983,926

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

428,628 320,512 92,008 841,149 － 841,149

(注) １ セグメント利益の調整額△261,622千円には、セグメント間取引消去6,351千円及び、各報告セグメントに

配分していない全社費用△267,974千円が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ セグメント資産の調整額8,362,488千円には、セグメント間消去△9,547,257千円及び、各報告セグメント

に配分していない全社資産の金額17,909,745千円が含まれております。全社資産は、主に持株会社である

当社が保有する金融資産(現金及び預金、投資有価証券等)であります。
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Ⅱ 当連結会計年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

(注)１,３

連結財務諸表
計上額
(注)２日本 アジア 欧米 計

売上高

アパレル関連 19,558,200 7,226,288 5,553,169 32,337,658 － 32,337,658

プロダクト関連 17,216,144 472,427 12,515 17,701,087 － 17,701,087

輸送関連 4,536,600 424,440 1,496,886 6,457,928 － 6,457,928

顧客との契約から生じる収益 41,310,945 8,123,155 7,062,572 56,496,673 － 56,496,673

その他の収益 － 157,523 212,991 370,514 － 370,514

外部顧客への売上高 41,310,945 8,280,679 7,275,563 56,867,188 － 56,867,188

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,983,080 3,587,698 70,648 5,641,427 △5,641,427 －

計 43,294,025 11,868,378 7,346,211 62,508,615 △5,641,427 56,867,188

セグメント利益 2,570,127 773,299 374,948 3,718,375 △384,572 3,333,803

セグメント資産 39,658,037 9,030,771 5,615,969 54,304,778 1,194,115 55,498,893

その他の項目

減価償却費 443,409 322,553 234,034 999,996 － 999,996

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

502,369 457,128 146,728 1,106,226 － 1,106,226

(注) １ セグメント利益の調整額△384,572千円には、セグメント間取引消去△88,623千円及び、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△295,948千円が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ セグメント資産の調整額1,194,115千円には、セグメント間消去△10,236,105千円及び、各報告セグメン

トに配分していない全社資産の金額11,430,220千円が含まれております。全社資産は、主に持株会社であ

る当社が保有する金融資産(現金及び預金、投資有価証券等)であります。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年12月１日 至 2024年11月30日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年12月１日 至 2025年11月30日)

「日本」及び「アジア」のセグメントにおいて、株式会社ミツボシコーポレーションの株式を取得し、同社及

び同社の子会社である上海美津星貿易有限公司を連結子会社化したことにより、負ののれん発生益を認識してお

ります。

当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当連結会計年度において1,105,306千円であります。当該負のの

れん発生益の金額は、第３四半期連結会計期間において、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的な会計処理

を行っておりましたが、当連結会計年度末において取得原価の配分が確定しております。なお、負ののれん発生

益は特別利益のため、上記セグメント利益には含まれておりません。
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(１株当たり情報)

(単位：円)

項目
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

１株当たり純資産額 1,495.67 1,556.22

１株当たり当期純利益 97.12 111.88

(注) １ 「１株当たり純資産額」を算定するための普通株式の自己株式数につきましては、株式会社日本カストデ

ィ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式(前連結会計年度366千株、当連結会計年度353千株)及び、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社(役員報酬ＢＩＰ信託口)が所有する当社株式(前連結会計年度154千株、当

連結会計年度154千株)を含めております。

２ 「１株当たり当期純利益」を算定するための普通株式の期中平均自己株式数につきましては、株式会社日

本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式(前連結会計年度371千株、当連結会計年度357千株)及

び、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(役員報酬ＢＩＰ信託口)が所有する当社株式(前連結会計年

度154千株、当連結会計年度154千株)を含めております。

３ 前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。また、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度
(2024年11月30日)

当連結会計年度
(2025年11月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 39,276,276 39,832,596

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － －

(うち非支配株主持分(千円)) － －

普通株式に係る純資産額(千円) 39,276,276 39,832,596

普通株式の発行済株式数(千株) 30,000 26,800

普通株式の自己株式数(千株) 3,739 1,204

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

26,260 25,595

５ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目
前連結会計年度

(自 2023年12月１日
至 2024年11月30日)

当連結会計年度
(自 2024年12月１日
至 2025年11月30日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,572,058 2,916,860

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

2,572,058 2,916,860

普通株式の期中平均株式数(千株) 26,483 26,071

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

2016年２月25日定時株主総
会決議及び取締役会決議に
基づく新株予約権について
は、2024年４月15日をもっ
て権利行使期間満了により
失効しております。

－

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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５．その他

(１) 役員の異動

① 代表者の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動（2026年２月26日付予定）

１. 新任取締役候補

取締役 森 弘義（現 当社執行役員アパレルアジア戦略統括責任者

兼モリトアパレル株式会社代表取締役社長）

取締役 岩田 宜子

※岩田氏は会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補であります。

２. 退任予定取締役

該当事項はありません。

３. 新任監査役候補

該当事項はありません。

４. 退任予定監査役

該当事項はありません。


